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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体９５～１５質量部と（Ｂ）不飽和
ニトリル－共役ジエン系ゴム５～８５質量部（但し、（Ａ）＋（Ｂ）＝１００質量部）に
対し、（Ｃ）表面処理された天然水酸化マグネシウムを５０～４００質量部含有すること
を特徴とする難燃性ゴム組成物。
【請求項２】
　上記（Ｃ）は水酸化マグネシウムを主成分とする天然鉱物を粉砕し、脂肪酸エステル、
ワックス、脂肪酸、脂肪酸金属塩、硬化油、シランカップリング剤およびチタネートカッ
プリング剤からなる群から選ばれる少なくとも１種により表面処理されたものであること
を特徴とする請求項１記載の難燃性ゴム組成物。
【請求項３】
　上記（Ｃ）は水酸化マグネシウムを主成分とする天然鉱物を粉砕し、脂肪酸エステル、
ワックス、またはシランカップリング剤により表面処理されたものであることを特徴とす
る請求項１記載の難燃性ゴム組成物。
【請求項４】
　上記（Ｃ）の体積平均粒子径が１～５μｍである請求項１～３のいずれか１項に記載の
難燃性ゴム組成物。
【請求項５】
　上記（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体のムーニー粘度［ＭＬ１＋４
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（１００℃）］が４０～２００であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記
載の難燃性ゴム組成物。
【請求項６】
　上記（Ｂ）は、不飽和ニトリル単位含量が３３～７０質量％である不飽和ニトリル－共
役ジエン系ゴムであることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の難燃性ゴム
組成物。
【請求項７】
　上記（Ｂ）は、不飽和ニトリル単位含量が４０～６０質量％である不飽和ニトリル－共
役ジエン系ゴムであることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の難燃性ゴム
組成物。
【請求項８】
　酸素指数（ＬＯＩ）が２８％以上であることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項
に記載の難燃性ゴム組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の難燃性ゴム組成物を架橋してなるゴム製品。
【請求項１０】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の難燃性ゴム組成物を架橋してなる電線被覆材。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、耐候性、機械的特性及び耐油性に優れた難燃性ゴム組成物に関する。さらに詳
しくは、難燃性に優れるとともに、燃焼した場合であってもハロゲンガス等の有毒ガスの
発生がなく、また、リンや鉛等の環境汚染物質を含有することがなく、さらに、耐候性、
機械的特性等の諸物性のバランスに優れ、複写機のロール、ベルト、シール材、電線被覆
材等の用途に特に有用な難燃性ゴム組成物及びそのゴム製品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
エチレン・プロピレン・ジエン共重合ゴムに代表されるエチレン・α－オレフィン系ラン
ダム共重合体は、機械的特性、耐熱性、耐候性などに優れているため、自動車部品、工業
用ゴム部品、電気部品、土木建材用品などの用途に広く用いられている。昨今の自動車、
電気製品などの高性能化により、ロール、ベルト等で例示されるゴム製品の使用される環
境条件はますます厳しくなってきている。これら使用環境のなかでも雰囲気温度の上昇は
著しいものがあり、高温雰囲気使用時における更なる難燃性の改良が求められている。
【０００３】
　従来、ゴム組成物に難燃性を付与する最も一般的な方法として、ハロゲン系難燃剤を用
いる方法が挙げられる。しかし、これらの難燃剤は少量の配合で難燃効果を発揮するもの
の、燃焼時に腐食性で有毒なガスを発生するという問題がある。ハロゲン系難燃剤を用い
ない難燃性ゴム組成物としてリン系の難燃剤を用いたものがあるが（例えば、特許文献１
参照）、リン系の難燃剤はその吸湿性に基づくブリードを防止する必要があり、ブリード
の防止は、オレフィン系合成ゴム及びシランカップリング剤の配合によって一定の改良が
認められるものの、可撓性や柔軟性等の物性及び無公害かつ環境調和の観点からは必ずし
も十分に満足し得るものではない。
　最近、無公害かつ環境調和型の難燃剤として、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウ
ム等の無機系金属化合物の水和物が注目され、オレフィン系合成ゴムにも検討がなされて
いる（例えば、特許文献２参照）。しかし、このような無機系金属化合物の水和物は、満
足しうる難燃性を得るために無機系金属化合物の水和物の充填量を高める必要があり、充
填量を高めると機械的特性、特に引張強度が低下し、また、柔軟性、加工性が低下すると
いう問題があった。更には、使用される用途によっては耐油性が要求されていた。
　本発明者らは不飽和ニトリル単位の含量の高い不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムが、
ゴム配合物に対して補強性の乏しい水酸化マグネシウムとの親和性が良好であること、そ
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の結果、エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体と均一に分散し、上記諸特性を満
足するゴム組成物が得られることを見いだし特許出願した。（特許文献３参照）
　しかし実用上の観点から高い難燃性と十分なる機械的特性を付与するにはまだ不十分で
あった。
【０００４】
【特許文献１】
特開平２－２６３８５１号公報
【特許文献２】
特開平６－１０７８７０号公報
【特許文献３】
特願２００１－３６０２９０号明細書
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記問題に鑑みなされたもので、難燃性に優れるとともに、耐候性、機械的特
性に優れ、更には耐油性を有し、複写機のロール、ベルト、シール材等のコピー機、機器
内配線や自動車用ハーネス等の電線被覆材、絶縁テープ用途に特に有用な難燃性ゴム組成
物、およびそのゴム製品を提供することにある。
【０００６】
【発明を解決するための手段】
本発明者は上記目的を達成するため更なる研究を重ねた結果、表面処理された天然水酸化
マグネシウムを使用することにより一層の機械的特性が向上することを知見し、本発明を
完成させた。
【０００７】
　すなわち、本発明によれば、下記の難燃性ゴム組成物とそれを用いたゴム製品が提供さ
れる。
［１］（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体９５～１５質量部と（Ｂ）不
飽和ニトリル－共役ジエン系ゴム５～８５質量部（但し、（Ａ）＋（Ｂ）＝１００質量部
）に対し、（Ｃ）表面処理された天然水酸化マグネシウムを５０～４００質量部含有する
ことを特徴とする難燃性ゴム組成物。
［２］上記（Ｃ）は水酸化マグネシウムを主成分とする天然鉱物を粉砕し、脂肪酸エステ
ル、ワックス、脂肪酸、脂肪酸金属塩、硬化油、シランカップリング剤およびチタネート
カップリング剤からなる群から選ばれる少なくとも１種により表面処理されたものである
ことを特徴とする上記［１］に記載の難燃性ゴム組成物。
［３］上記（Ｃ）は水酸化マグネシウムを主成分とする天然鉱物を粉砕し、脂肪酸エステ
ル、ワックス、またはシランカップリング剤により表面処理されたものであることを特徴
とする上記［１］に記載の難燃性ゴム組成物。
［４］上記（Ｃ）の体積平均粒子径が１～５μｍである上記［１］～［３］のいずれかに
記載の難燃性ゴム組成物。
［５］上記（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体のムーニー粘度［ＭＬ１

＋４（１００℃）］が４０～２００であることを特徴とする上記［１］～［４］のいずれ
かに記載の難燃性ゴム組成物。
［６］上記（Ｂ）は、不飽和ニトリル単位含量が３３～７０質量％である不飽和ニトリル
－共役ジエン系ゴムであることを特徴とする上記［１］～［５］のいずれかに記載の難燃
性ゴム組成物。
［７］上記（Ｂ）は、不飽和ニトリル単位含量が４０～６０質量％である不飽和ニトリル
－共役ジエン系ゴムであることを特徴とする上記［１］～［５］のいずれかに記載の難燃
性ゴム組成物。
［８］酸素指数（ＬＯＩ）が２８％以上であることを特徴とする上記［１］～［７］のい
ずれかに記載の難燃性ゴム組成物。
［９］上記［１］～［８］のいずれかに記載の難燃性ゴム組成物を架橋してなるゴム製品
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。
［１０］上記［１］～［８］のいずれかに記載の難燃性ゴム組成物を架橋してなる電線被
覆材。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の難燃性ゴム組成物の実施の形態を具体的に説明する。
本発明のゴム組成物は、（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体９５～１５
質量部と（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴム５～８５質量部（但し、（Ａ）＋（Ｂ
）＝１００質量部）に対し、（Ｃ）表面処理された天然水酸化マグネシウムを５０～４０
０質量部含有することを特徴とする。
以下、各構成要素ごとにさらに具体的に説明する。
【０００９】
エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体
　本発明に用いられる（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体（以下「（Ａ
）成分」ともいう）としては、例えば、エチレン・プロピレン共重合ゴム、エチレン・プ
ロピレン・非共役ジエン三元共重合ゴム、エチレン・１－ブテン共重合ゴム、エチレン・
１－ブテン・非共役ジエン三元共重合ゴムのような、エチレンと炭素数３～１０のα－オ
レフィンを主成分とするランダム共重合体が挙げられる。
　上記炭素数３～１０のα－オレフィンとしては、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテ
ン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン等を挙げることができ、特にプロピレン
、１－ブテンが好ましい。
　上記非共役ジエンとしては、例えば、１，４－ペンタジエン、１，４－ヘキサジエン、
１，５－ヘキサジエン、１，７－オクタジエン、１，９－デカジエン、３，６－ジメチル
－１，７－オクタジエン、４，５－ジメチル－１，７－オクタジエン、５－メチル－１，
８－ノナジエン、ジシクロペンタジエン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－ビニ
ル－２－ノルボルネン、２，５－ノルボルナジエンなどを挙げることができ、特に１，４
－ヘキサジエン、ジシクロペンタジエン、５－エチリデン－２－ノルボルネンが好ましい
。
【００１０】
　これらのエチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体において、α－オレフィンが１
０モル％以上の割合で共重合されていることが好ましい。また、非共役ジエンとしては、
５－エチリデン－２－ノルボルネン、ジシクロペンタジエン、１，４－ヘキサジエンが好
ましく、その含量は、エチレンとα－オレフィンの合計を１００モル％とした場合に、３
～１０モル％（より好ましくは３～８モル％）であることが好ましい。また、ヨウ素価表
示で４０以下、好ましくは５～３０、より好ましくは７～２０であることが好ましい。エ
チレン・α－オレフィン系ランダム共重合体において、エチレン含有量が９０モル％より
多くなり、α－オレフィン含有量が１０モル％未満では、該共重合ゴムの柔軟性が不足し
好ましくない。また、エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体のムーニー粘度［Ｍ
Ｌ１＋４（１００℃）］は２０～３００、好ましくは４０～２００、さらに好ましくは６
０～２００である。Ｘ線回折測定による結晶化度は２０％以下、より好ましくは１５％以
下であることが好ましい。結晶化度が２０％を超える場合は共重合ゴムの柔軟性が低下す
る傾向があり好ましくない。
【００１１】
（Ａ）成分の重合方法は特に制限されないが、バナジウム系触媒、チタン系触媒、メタロ
セン系触媒などの公知の触媒の存在下で重合される。例えばバナジウム系触媒の場合は、
少なくとも１種の溶媒可溶性バナジウム化合物と少なくとも１種の有機アルミニウム化合
物とからなる触媒の存在下で、エチレン、α－オレフィンおよび非共役ジエンを、必要に
応じて分子量調節剤として水素を供給しつつ重合する方法により製造することができる。
その際の重合は、気相法（流動床あるいは攪拌床）でも液相法（スラリー法あるいは溶液
法）でも実施することができる。前記溶媒可溶性バナジウム化合物としては、ＶＯＣｌ３
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、ＶＣｌ４、ＶＯＣｌ３あるいはＶＣｌ４の少なくとも１種とアルコールとの反応生成物
が好ましい。この場合、前記アルコールとしては、例えばメタノール、エタノール、ｎ－
プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、ｓｅｃ－ブタノール、ｔ－ブタノー
ル、ｎ－ヘキサノール、ｎ－オクタノール、２－エチルヘキサノール、ｎ－デカノール、
ｎ－ドデカノール等を挙げることができ、これらのうち炭素数３～８のアルコールが好ま
しい。また、前記有機アルミニウム化合物としては、例えばトリエチルアルミニウム、ト
リイソブチルアルミニウム、トリ－ｎ－ヘキシルアルミニウム、ジエチルアルミニウムモ
ノクロリド、ジイソブチルアルミニウムモノクロリド、エチルアルミニウムセスキクロリ
ド、ブチルアルミニウムセスキクロリド、エチルアルミニウムジクロリド、ブチルアルミ
ニウムジクロリド、トリメチルアルミニウムと水との反応生成物であるメチルアルミノキ
サン等を挙げることができ、特にエチルアルミニウムセスキクロリド、ブチルアルミニウ
ムセスキクロリド、エチルアルミニウムセスキクロリドとトリイソブチルアルミニウムと
の混合物、トリイソブチルアルミニウムとブチルアルミニウムセスキクロリドとの混合物
が好ましい。また、前記溶媒としては、通常、炭化水素溶媒が使用される。好ましい炭化
水素溶媒は、ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、イソオクタン
、シクロヘキサン等である。これらの炭化水素溶媒は、単独でまたは２種以上を併用する
ことができる。
本発明のエチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体は後述する軟化剤が重合時に添加
された油展ポリマーであってもよい。
【００１２】
不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴム
本発明に用いられる（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴム（以下「（Ｂ）成分」とも
いう）としては、共役ジエンと不飽和ニトリルとの共重合ゴム、共役ジエンと不飽和ニト
リルと不飽和ニトリル以外の極性基含有の共重合性単量体との共重合ゴム、さらにはこれ
らの部分架橋共重合ゴムが挙げられる。
【００１３】
（Ｂ）成分を構成する共役ジエン（以下「（ｂ－１）」ともいう）としては、ブタジエン
、イソプレン、１，３－ヘキサジエン、２－メチル－１，３－ブタジエン、２，３－ジメ
チルブタジエン、２－トリメトキシシリル－１，３－ブタジエン、１，３－ペンタジエン
、２，４－ジメチル－１，３－ブタジエン等を挙げることができ、これらのうち一種単独
または２種以上を併用することができる。このうち、特にブタジエンとイソプレンが好ま
しい。
【００１４】
（Ｂ）成分を構成する不飽和ニトリル（以下「（ｂ－２）」ともいう）としては、アクリ
ロニトリル、メタクリロニトリル、α－エチルアクリロニトリル、α－イソプロピルアク
リロニトリル、α－クロロアクリロニトリル、α－フルオロアクリロニトリル、エタクリ
ロニトリル等が挙げられ、特にアクリロニトリルが好ましい。
【００１５】
　（Ｂ）成分を構成する不飽和ニトリル以外の極性基含有の共重合性単量体（以下「（ｂ
－３）」ともいう）の具体例としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル
酸ｎ－プロピル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチ
ル、アクリル酸ｓ－ブチル、アクリル酸２－メチルブチル、アクリル酸３－メチルブチル
、アクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸ｎ－ヘプチル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロ
キシエチル）（メタ）アクリルアミド、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、クロトン酸２－ヒドロキシエチル、クロト
ン酸２－ヒドロキシプロピル、ケイ皮酸２－ヒドロキシエチル、ケイ皮酸２－ヒドロキシ
プロピル、アリルアルコール、ｏ－ヒドロキシスチレン、ｍ－ヒドロキシスチレン、ｐ－
ヒドロキシスチレン、エチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、プロピレングリコ
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ールモノ（メタ）アクリレート、ビニルアミン、アリルアミン、ｏ－アミノスチレン、ｍ
－アミノスチレン、ｐ－アミノスチレン、２－アミノエチル（メタ）アクリレート、２－
アミノプロピル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、アリルグリシ
ジルエーテル、アクロレイン、ビニルメチルケトン、ジビニルフタレート、ジアリルフタ
レート、Ｎ，Ｎ－メチレンビス（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－エチレンビス（メタ）
アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレンビス（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリ
ル酸、クロトン酸、ケイヒ酸、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサ
コン酸、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシ
ブチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミ
ノエチル、（メタ）アクリル酸ジエチルアミノエチル、ω－カルボキシ－ポリカプロラク
トンモノ（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、ポリエチレング
リコールのポリアルキレングリコール（アルキレングリコール単位数は例えば２～２３）
のジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールのポリアルキレングリコール（ア
ルキレングリコール単位数は例えば２～２３）のジ（メタ）アクリレート等が挙げること
ができる。これらの単量体は、一種単独または２種以上を併用することができる。このう
ち特にアクリル酸、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、
アクリル酸ｓ－ブチルが好ましい。
【００１６】
　（Ｂ）成分中の共役ジエン単位の含量は、（ｂ－１）＋（ｂ－２）＋（ｂ－３）＝１０
０質量％とした場合、１５～６５質量％、より好ましくは２０～５０質量％である。単量
体（ｂ－１）の含量が１５質量％未満ではゴム弾性が低下する傾向にある。一方、６５質
量％を超えると、水酸化マグネシウムとの相溶性が悪化し、得られるゴム組成物の機械的
強度が低下する。
【００１７】
不飽和ニトリル単位の含量は、好ましくは３３～７０質量％、より好ましくは４０～６０
質量％である。単量体（ｂ－２）の含量が、３３質量％未満の場合には、水酸化マグネシ
ウムとの相溶性が悪化し、得られるゴム組成物の機械的強度が低下する。また、耐油性も
低下する傾向にある。一方、単量体（ｂ－２）の含量が７０質量％を超えると、ゴム弾性
が低下する恐れがある。
【００１８】
　不飽和ニトリル以外の極性基含有の共重合性単量体単位の含量は、０～６０質量％、よ
り好ましくは０～５０質量％である。単量体（ｂ－３）の含量が６０質量％を超えると、
ゴム弾性が低下する傾向にある。
【００１９】
本発明の（Ｂ）成分に含まれる部分架橋共重合ゴムは、上記（ｂ－１）と（ｂ－２）、あ
るいは、（ｂ－１）と（ｂ－２）と（ｂ－３）に多官能性不飽和単量体を共重合させるこ
とにより得ることができる。
多官能性不飽和単量体（以下「（Ｘ）」ともいう）は、１分子中に２個以上のラジカル重
合可能なビニル基を有し、通常の乳化重合で重合可能なものである。例えば、多価アリル
化合物、（メタ）アクリレート化合物、ジビニル化合物、ビスマレイミド化合物、オキシ
ム化合物などが挙げられる。具体的には、例えば、トリアリルシアヌレート、トリアリル
イソシアヌレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ’－ｍ－
フェニレンビスマレイミド、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，３－ブタ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、
１，６－ヘキサンジオール・ジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、２，２’－ビス（４－メタクリロイルジエトキシフェニル）プロパン、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジビニルベンゼン、ビスマレイミド、
Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド、ｐ－キノンジオキシム、ｐ，ｐ’－ジベンゾイ
ルキノンジオキシム、トリアジンチオール、などが挙げられる。これらは一種単独あるい
は２種以上を併用することもできる。
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【００２０】
（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムの重合方法は特に限定されず、ラジカル重合法
、アニオン重合法等が挙げられる。ラジカル重合法としては、塊状重合法、懸濁重合法、
乳化重合法などがあるが、本発明においてはアクリロニトリル系ゴムラテックスを用いる
ため、重合終了時に安定な乳化分散液が得られる乳化重合法が特に好ましい。この乳化重
合は通常の重合方法であればよく、所定の単量体を乳化剤の存在下に水系媒体中で乳化さ
せ、ラジカル重合開始剤により重合を開始し、所定の重合転化率に達した後、重合停止剤
にて重合を停止する方法等が挙げられる。
【００２１】
乳化剤としては、アニオン系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤
及び両性界面活性剤等が挙げられる。また、ふっ素系の界面活性剤を使用することもでき
る。これらの乳化剤は１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用することもできる。通
常、アニオン系界面活性剤が多用され、例えば、炭素数１０以上の長鎖脂肪酸塩、ロジン
酸塩などが用いられる。具体的には、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチ
ン酸、オレイン酸、ステアリン酸のカリウム塩及びナトリウム塩等が挙げられる。
【００２２】
ラジカル重合開始剤としては、ベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、
ｔｅｒｔ－ブチルヒドロパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイド、パラメンタンヒ
ドロパーオキサイド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド及びジクミルパーオキサイド
等の有機過酸化物を使用することができる。また、アゾビスイソブチロニトリルにより代
表されるジアゾ化合物、過硫酸カリウムにより代表される無機過酸化物、及びこれら過酸
化物と硫酸第一鉄との組み合せにより代表されるレドックス系触媒等を用いることもでき
る。これらのラジカル重合開始剤は１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用すること
もできる。
【００２３】
　（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムの分子量を調節するために連鎖移動剤を使用
することもできる。この連鎖移動剤としては、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン、ｎ－ド
デシルメルカプタン等のアルキルメルカプタン、四塩化炭素、チオグリコール類、ジテル
ペン、ターピノーレン及びγ－テルピネン類等を使用することができる。
【００２４】
（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムの重合において、各々の単量体、乳化剤、ラジ
カル重合開始剤及び連鎖移動剤等は、反応容器に全量を一括して投入して重合を開始して
もよいし、反応継続時に連続的或いは間欠的に追加し、添加してもよい。この重合は酸素
を除去した反応器を用いて０～１００℃で行うことができ、０～８０℃の重合温度で行う
ことが好ましい。反応途中で温度或いは攪拌等の操作条件などを適宜に変更することもで
きる。重合方式は連続式でもよいし、回分式であってもよい。
【００２５】
重合の停止は所定の重合転化率に達した時点で、重合停止剤を添加することによって行わ
れる。重合停止剤としては、ヒドロキシルアミン、ジエチルヒドロキシルアミン等のアミ
ン化合物、ヒドロキノン等のキノン化合物等が用いられる。重合停止後、反応系から必要
に応じて水蒸気蒸留等の方法により未反応単量体を除去し、ラテックスを凝固して本発明
で使用する不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムが得られる。
（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムの分子量には特に制限はないが、ムーニー粘度
［ＭＬ１＋４（１００℃）］は２０～２００が好ましい。
【００２６】
　本発明のゴム組成物中の（Ａ）成分の割合は、（Ａ）エチレン・α－オレフィン系ラン
ダム共重合体と（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムとの合計量１００質量部に対し
て９５～１５質量部、好ましくは８０～２０質量部である。一方、本発明のゴム組成物中
の（Ｂ）成分の割合は、５～８５質量部、好ましくは２０～８０質量部である。
　（Ｂ）不飽和ニトリル－共役ジエン系ゴムを５質量部以上含有することにより、一層の
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難燃性と耐油性が改良されるが、８５質量部を超えると、耐候性が悪化する傾向にある。
【００２７】
水酸化マグネシウム
本発明に用いられる水酸化マグネシウム（以下「（Ｃ）成分」ともいう）は天然ブルーサ
イト鉱石等の天然鉱物を粉砕、表面処理した水酸化マグネシウムである。
一般に難燃剤用途に用いられる水酸化マグネシウムは、大別して、合成法と天然鉱物粉砕
法で製造されたものであるが、合成法で製造される、例えば海水または苦汁中に含まれる
マグネシウムを苛性アルカリまたは消石灰のスラリーに添加して反応させて得られる水酸
化マグネシウム、水酸化マグネシウムスラリーに水酸化ナトリウムを添加し水熱処理して
得られる水酸化マグネシウム、塩基性マグネシウム塩スラリーを水熱処理して得られる水
酸化マグネシウム、マグネシウム塩溶液とアンモニアを反応させて得られる水酸化マグネ
シウム等では表面処理したものでも本発明の効果は得られない。
【００２８】
本発明の表面処理した天然水酸化マグネシウムは、水酸化マグネシウムを主成分とする天
然鉱物を加熱可能なメディア粉砕機を用いて粉砕し、例えば脂肪酸エステル、ワックス、
脂肪酸、脂肪酸金属塩、硬化油、シランカップリング剤およびチタネートカップリング剤
からなる群から選ばれる少なくとも１種である表面処理剤により表面処理されるか、もし
くは、粉砕と表面処理とを同時に行って、体積平均粒子径が５μｍ以下で、該表面処理剤
の被覆層を有する粒子である。
体積平均粒子径は、好ましくは１～５μｍ、より好ましくは３～５μｍであり、比表面積
は７～２０ｃｍ２／ｇが好ましい。表面処理剤の添加量は、水酸化マグネシウムと表面処
理剤の合計量に対して好ましくは０.５～５質量％程度である。加熱する場合の温度は、
通常５０～２００℃、好ましくは８０～１５０℃程度である。表面処理剤により表面処理
されないものは、凝集がひどく、物性が低下して本発明の効果は得られない。
【００２９】
本発明で表面処理剤として使用される脂肪酸エステルとしては、例えばラウリン酸メチル
、ミスチリン酸メチル、パルミチン酸メチル、ステアリン酸メチル、オレイン酸メチル、
エルカ酸メチル、ベヘニン酸メチル、ラウリン酸ブチル、ステアリン酸ブチル、ミスチリ
ン酸イソプロピル、パルミチン酸イソプロピル、パルミチン酸オクチル、ヤシ脂肪酸オク
チルエステル、ステアリン酸オクチル、特殊牛脂脂肪酸オクチルエステル、ラウリン酸ラ
ウリル、長ステアリン酸ステアリル、長鎖脂肪酸高級アルコールエステル、ベヘニン酸ベ
ヘニル、ミスチリン酸セチル等のモノエステルが挙げられ、またネオペンチルポリオール
長鎖脂肪酸エステル、ネオペンチルポリオール長鎖脂肪酸エステルの部分エステル化物、
ネオペンチルポリオール脂肪酸エステル、ネオペンチルポリオール中鎖脂肪酸エステル、
ネオペンチルポリオールＣ９鎖脂肪酸エステル、ジペンタエリスリトール長鎖脂肪酸エス
テル、コンプレックス中鎖脂肪酸エステル等の特殊脂肪酸エステルが挙げられる。
【００３０】
本発明で表面処理剤として使用される脂肪酸としては、例えばステアリン酸、オレイン酸
、パルミチン酸、リノール酸、ラウリン酸、カプリル酸、ベヘニン酸、モンタン酸等が挙
げられる。
本発明で表面処理剤として使用される脂肪酸金属塩としては、例えばステアリン酸、オレ
イン酸、パルミチン酸、リノール酸、ラウリン酸、カプリル酸、ベヘニン酸、モンタン酸
等の金属塩であり、金属としては、Ｎａ、Ｋ、Ａｌ、Ｃａ、Ｍg、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃｏ、Ｓ
ｎ、Ｔｉ、Ｆｅ等が挙げられる。
本発明で表面処理剤として使用される硬化油としては、例えば牛脂硬化油、ヒマシ硬化油
等が挙げられる。
【００３１】
本発明で表面処理剤として使用されるシランカップリング剤としては、例えば、ビニルト
リメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）
シラン、ビニルトリクロロシラン、ビニルトリアセトキシシラン、Ｎ－（β－アミノエチ
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ル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン
、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラ
ン、γ－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロ
ヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン
、γ－メタクリロキシプロピルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、γ－メルカプト
プロピルトリメトキシシラン、メチルトリメトキシラン、メチルトリエトキシラン、ヘキ
サメチルジシラザン、γ－アニリノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－〔β－（Ｎ－ビニ
ルベンザルアミノ）エチル〕－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン・塩酸塩等を挙げ
ることができる。
本発明で表面処理剤として使用されるチタネートカップリング剤としては、イソプロピル
トリイソステアロイルチタネート、イソプロピルトリ（Ｎ－アミノエチル・アミノエチル
）チタネート、ジイソプロピルビス（ジオクチルホスフェート）チタネート、テトライソ
プロピルビス（ジオクチルホスファイト）チタネート、テトラオクチルビス（ジトリデシ
ルホスファイト）チタネート、テトラ（２，２－ジアリルオキシメチル－１－ブチル）ビ
ス（ジトリデシル）ホスファイトチタネート、ビス（ジオクチルパイロホスフェート）オ
キシアセテートチタネート、ビス（ジオクチルパイロホスフェート）エチレンチタネート
等を用いることができる。
使用される表面処理剤としては特に脂肪酸エステルまたはワックスが好ましい。
【００３２】
　また、本発明においては、難燃効果を高めるために、必要に応じて、ポリ燐酸アンモニ
ウム系難燃剤、燐酸エステル等の燐系難燃剤、シリコーン化合物、石英硝子等を用いても
よく、また難燃助剤として、水ガラス等を用いてもよく、さらに、ドリップ防止のため窒
化珪素短繊維等を用いてもよい。
【００３３】
　（Ｃ）成分の組成物中の含有量は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分との合計量１００質量部に
対し、５０質量部以上、好ましくは、６５質量部以上である。５０質量部未満であると、
十分な難燃性を有する組成物が得られない。上限は４００質量部以下、好ましくは、２０
０質量部以下である。（Ｃ）成分の量が過少な場合は難燃性が不十分であり、一方、（Ｃ
）成分の量が過多な場合は混練りが困難であるとともに、ゴムのエラストマーとしての特
性及び機械的特性が著しく低下する。
　本発明において、（Ｃ）成分の含有量を特定の範囲内にすれば、酸素指数（ＬＯＩ）が
２８％以上の難燃性ゴム組成物が得られる。
【００３４】
尚、本発明のゴム組成物を実用に供する場合、通常、架橋剤、充填剤、可塑剤等が配合さ
れる。この他に、カーボンブラック補強剤、金属酸化物、軟化剤、老化防止剤及び加工助
剤などを適量配合することができる。更にその際、ゴム成分として他のゴムを配合するこ
ともできる。このその他のゴム成分は特に限定されないが、スチレン－ブタジエン共重合
ゴム、ブタジエンゴム、イソプレンゴム、ブタジエン－イソプレン共重合体ゴム、ブタジ
エン－スチレン－イソプレン共重合ゴム、アクリルゴム、ブチルゴム、天然ゴム、クロロ
プレンゴム等を使用することができる。
架橋剤としては、硫黄が代表的なものであるが、その他に硫黄含有化合物、過酸化物等を
用いることもできる。この架橋剤は、ゴム成分を１００質量部とした場合に、通常、０．
５～１０質量部、特に１～６質量部配合することが好ましい。
【００３５】
硫黄としては、具体的には、粉末硫黄、沈降硫黄、コロイド硫黄、表面処理硫黄、不溶性
硫黄などが挙げられる。硫黄含有化合物としては、具体的には、塩化硫黄、二塩化硫黄、
高分子多硫化物などが挙げられる。また、架橋温度で活性硫黄を放出して架橋する硫黄化
合物、たとえばモルホリンジスルフィド、アルキルフェノ－ルジスルフィド、テトラメチ
ルチウラムジスルフィド、ジペンタメチレンチウラムテトラスルフィド、ジメチルジチオ
カルバミン酸セレンなどが挙げられる。
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【００３６】
有機過酸化物としては、たとえば、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサ
イド、ジ－ｔ－ブチルパーオキシ－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－ブチル
ヒドロパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、
２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシン）ヘキシン－３、２，５－ジメ
チル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－モノ
（ｔ－ブチルパーオキシ）－ヘキサン、１，３－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピ
ル）ベンゼンなどが挙げられる。なかでも、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパ
ーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキシ－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンが好
ましく用いられる。これらの有機過酸化物は１種または２種以上組み合わせて用いられる
。
【００３７】
　また、架橋促進剤としては、具体的には、Ｎ－シクロヘキシル－２－ベンゾチアゾリル
スルフェンアミド、Ｎ－オキシジエチレン－２－ベンゾチアゾリルスルフェンアミド、Ｎ
，Ｎ－ジイソプロピル－２－ベンゾチアゾリルスルフェンアミド等のスルフェンアミド系
化合物；２－メルカプトベンゾチアゾール、２－（２’，４’－ジニトロフェニル）メル
カプトベンゾチアゾール、２－（４’－モルホリノジチオ）ベンゾチアゾール、ジベンゾ
チアジルジスルフィド等のチアゾール系化合物；ジフェニルグアニジン、ジオルソトリル
グアニジン、ジオルソニトリルグアニジン、オルソニトリルバイグアナイド、ジフェニル
グアニジンフタレート等のグアニジン化合物；アセトアルデヒド－アニリン反応物、ブチ
ルアルデヒド－アニリン縮合物、ヘキサメチレンテトラミン、アセトアルデヒドアンモニ
ア等のアルデヒドアミンまたはアルデヒド－アンモニア系化合物；２－メルカプトイミダ
ゾリン等のイミダゾリン系化合物；チオカルバニリド、ジエチルチオユリア、ジブチルチ
オユリア、トリメチルチオユリア、ジオルソトリルチオユリア等のチオユリア系化合物；
テトラメチルチウラムモノスルフィド、テトラメチルチウラムジスルフィド、テトラエチ
ルチウラムジスルフィド、テトラブチルチウラムジスルフィド、ペンタメチレンチウラム
テトラスルフィド等のチウラム系化合物；ジメチルジチオカルバミン酸亜鉛、ジエチルジ
チオカルバミン酸亜鉛、ジ－ｎ－ブチルジチオカルバミン酸亜鉛、エチルフェニルジチオ
カルバミン酸亜鉛、ブチルフェニルジチオカルバミン酸亜鉛、ジメチルジチオカルバミン
酸ナトリウム、ジメチルジチオカルバミン酸セレン、ジメチルジチオカルバミン酸テルル
等のジチオ酸塩系化合物；ジブチルキサントゲン酸亜鉛等のザンテート系化合物；アクリ
ル酸亜鉛、水酸化アクリル酸亜鉛、メタクリル酸亜鉛等のアクリル酸亜鉛系化合物；亜鉛
華等の化合物を挙げることができる。
　さらに、架橋助剤としては、具体的には、硫黄；ｐ－キノンジオキシム等のキノンジオ
キシム系化合物；トリメチロールプロパントリメタクリレート、ポリエチレングリコール
ジメタクリレート等の多官能性メタクリレート系化合物；ジアリルフタレート、トリアリ
ルシアヌレート等のアリル系化合物；その他マレイミド系化合物；ジビニルベンゼンなど
が挙げられる。
【００３８】
可塑剤としては、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジブチルフタレート、ジイ
ソブチルフタレート、ジオクチルフタレート、ブチルオクチルフタレート、ジ－（２－エ
チルヘキシル）フタレート、ジイソオクチルフタレート、ジイソデシルフタレート等のフ
タル酸エステル類、ジメチルアジペート、ジイソブチルアジペート、ジ－（２－エチルヘ
キシル）アジペート、ジイソオクチルアジペート、ジイソデシルアジペート、オクチルデ
シルアジペート、ジ－（２－エチルヘキシル）アゼレート、ジイソオクチルアゼレート、
ジイソブチルアゼレート、ジブチルセバケート、ジ－（２－エチルヘキシル）セバケート
、ジイソオクチルセバケート等の脂肪酸エステル類、トリメリット酸イソデシルエステル
、トリメリット酸オクチルエステル、トリメリット酸ｎ－オクチルエステル、トリメリッ
ト酸系イソノニルエステル等のトリメリット酸エステル類の他、ジ－（２－エチルヘキシ
ル）フマレート、ジエチレングリコールモノオレート、グリセリルモノリシノレート、ト
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リラウリルホスフェート、トリステアリルホスフェート、トリ－（２－エチルヘキシル）
ホスフェート、エポキシ化大豆油、ポリエーテルエステル等の可塑剤が挙げられる。可塑
剤は単独または２種以上を併用することが出来る。尚、可塑剤は予め不飽和ニトリル－共
役ジエン系ゴムに分散させて用いてもよい。
【００３９】
カーボンブラック補強剤としては、例えばＳＡＦカーボンブラック、ＩＳＡＦカーボンブ
ラック、ＨＡＦカーボンブラック、ＦＥＦカーボンブラック、ＧＰＦカーボンブラック、
ＳＲＦカーボンブラック、ＦＴカーボンブラック、ＭＴカーボンブラック、アセチレンカ
ーボンブラック、ケッチェンブラック等を挙げることができる。これらは単独でまたは２
種以上を併用することができる。
【００４０】
　充填剤としては、シリカ、重質炭酸カルシウム、胡粉、軽微性炭酸カルシウム、極微細
活性化炭酸カルシウム、特殊炭酸カルシウム、塩基性炭酸マグネシウム、カオリンクレー
、焼成クレー、パイロフライトクレー、シラン処理クレー、合成ケイ酸カルシウム、合成
ケイ酸マグネシウム、合成ケイ酸アルミニウム、炭酸マグネシウム、水酸化アルミニウム
、水酸化マグネシウム、酸化マグネシウム、カオリン、セリサイト、タルク、微粉タルク
、ウォラストナイト、ゼオライト、ゾーノトナイト、アスベスト、ＰＭＦ（Ｐｒｏｃｅｓ
ｓｅｄ
Ｍｉｎｅｒａｌ Ｆｉｂｅｒ）、セピオライト、チタン酸カリウム、エレスタダイト、石
膏繊維、ガラスバルン、シリカバルン、ハイドロタルサイト、フライアシュバルン、シラ
スバルン、カーボン系バルン、アルミナ、硫酸バリウム、硫酸アルミニウム、硫酸カルシ
ウム、二硫化モリブデン等を挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を併用して使用
することができる。
【００４１】
金属酸化物としては、例えば、亜鉛華、活性亜鉛華、表面処理亜鉛華、炭酸亜鉛、複合亜
鉛華、複合活性亜鉛華、表面処理酸化マグネシウム、酸化マグネシウム、水酸化カルシウ
ム、極微細水酸化カルシウム、一酸化鉛、鉛丹、鉛白等を挙げることができる。 これら
は単独でまたは２種以上を混合して使用することができる。
【００４２】
　軟化剤としては、石油系軟化剤、植物油系軟化剤、サブを挙げることができる。石油系
軟化剤は、アロマティック系、ナフテン系、パラフィン系軟化剤等を挙げることができる
。植物系軟化剤は、ひまし油、綿実油、あまに油、なたね油、大豆油、パーム油、やし油
、落花生油、木ろう等を挙げることができる。サブとしては、黒サブ、白サブ、飴サブ等
を挙げることができる。
【００４３】
　老化防止剤としては、ナフチルアミン系、ジフェニルアミン系、ｐ－フェニレンジアミ
ン系、キノリン系、ヒドロキノン誘導体系、モノ、ビス、トリス、ポリフェノール系、チ
オビスフェノール系、ヒンダードフェノール系、亜リン酸エステル系、イミダゾール系、
ジチオカルバミン酸ニッケル塩系、リン酸系の老化防止剤等を挙げることができる。これ
らは単独あるいは２種以上を混合して用いることができる。
【００４４】
加工助剤としては、例えば、ステアリン酸、オレイン酸、ラウリル酸、ステアリン酸亜鉛
、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸ナトリウム、ステアリ
ルアミン等を挙げることができる。これらは単独でまたは２種以上を混合して使用するこ
とができる。
【００４５】
本発明のゴム組成物を用いたゴム製品は、以下のようにして製造することができる。
先ず、本発明のゴム組成物及び／又はその他のゴム成分、例えば充填剤、カーボンブラッ
ク補強剤、軟化剤、その他の配合剤などをバンバリーミキサー等の混練機を使用して７０
～１８０℃の温度で混練する。その後、混練物を冷却し、これにさらに硫黄等の架橋剤及
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び架橋促進剤などを、バンバリーミキサー或いはミキシングロール等を用いて配合し、所
定の形状に成形する。次いで、１３０～２００℃の温度で架橋し、所要の架橋ゴム、即ち
、ゴム製品を得る。
【００４６】
　本発明のゴム組成物は、難燃性と共に耐候性、機械的特性及び柔軟性等の諸物性のバラ
ンスに優れるため、コピー機、プリンター等の複写機のロール、ベルト、シール材、機器
内配線や自動車用ハーネス等の電線被覆材、絶縁テープ、更には、難燃性と耐油性等を必
要とするホース類、これらホースのカバー類、並びに、建材分野のガスケット、シール等
の多くの用途において使用することができる。
【００４７】
【実施例】
以下、実施例によって本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例によ
って何ら制限を受けるものではない。
なお、実施例、比較例中の部及び％は、特に断らない限り質量基準である。また、実施例
、比較例で用いられた各成分は下記の通りである。
【００４８】
（Ａ－１）ＥＰＤＭ－１：ＪＳＲ社製　ＥＰ５７Ｃ　[ＭＬ１＋４（１００℃）＝９０]
（Ａ－２）ＥＰＤＭ－２：ＪＳＲ社製　ＥＰ２１　[ＭＬ１＋４（１００℃）＝３８]
（Ｂ－１）ＮＢＲ－１：ＪＳＲ社製　Ｎ２１７ＳＨ　[ＡＮ含量＝４７]
（Ｂ－２）ＮＢＲ－２：ＪＳＲ社製　Ｎ２２０ＳＨ　[ＡＮ含量＝４１]
（Ｂ－３）ＮＢＲ－３：ＪＳＲ社製　Ｎ２３７Ｈ　[ＡＮ含量＝３４]
（Ｂ－４）ＮＢＲ－４：ＪＳＲ社製　Ｎ２５０Ｓ　[ＡＮ含量＝２０]
（Ｃ－１）天然水酸化マグネシウム（脂肪酸処理）：神島化学工業社製　マグシーズＷ－
Ｈ３　　体積平均粒子径２．５μｍ、比表面積８．９ｃｍ２／ｇ
（Ｃ－２）天然水酸化マグネシウム（ワックス処理）：神島化学工業社製　マグシーズＷ
－Ｗ３　体積平均粒子径２．５μｍ、比表面積８．９ｃｍ２／ｇ
（Ｃ－３）天然水酸化マグネシウム（シランカップリング処理）：神島化学工業社製　　
Ｓ－１　体積平均粒子径４．０μｍ、比表面積５．０ｃｍ２／ｇ
（Ｒ－１）合成水酸化マグネシウム（脂肪酸処理）：協和化学社製　キスマ５Ａ体積平均
粒子径０．８μｍ、比表面積５．５ｃｍ２／ｇ
ＦＥＦカーボンブラック：東海カーボン社製　シーストＳＯ
ステアリン酸：花王社製　ルナックＳ－３０
亜鉛華：正同化学工業社製　酸化亜鉛
有機過酸化物：ジクミルパーオキサイド、日本油脂社製　パークミルＤ－４０（純度４０
％）
架橋助剤：トリメチロールプロパントリメタクリレート、精工化学社製　ハイクロスＭ
尚、上記ＥＰＤＭ、ＮＢＲはそれぞれエチレン－プロピレン共重合体、アクリロニトリル
－ブタジエンゴムを、またＡＮはアクリロニトリル単位を表す。
【００４９】
実施例１
（Ａ）成分として、ＥＰＤＭ－１（Ａ－１）を５０質量部、（Ｂ）成分として、ＮＢＲ－
１（Ｂ－１）を５０質量部、（Ｃ）成分として、脂肪酸処理した天然水酸化マグネシウム
（Ｃ－１）を８０質量部、ＦＥＦカーボンブラックを１０質量部、亜鉛華を５質量部、ス
テアリン酸を１質量部とを、バンバリーミキサー（神戸製鋼社製）で混練りした。その後
、混合物を冷却し、これにさらに有機過酸化物４質量部と架橋助剤２質量部とを、１０イ
ンチオープンロールを用いて配合し、シート用金型１５ｃｍ×１５ｃｍ×０．２ｃｍを用
い成形し、次いで、１７０℃のプレス成形機を用いて２０分間架橋し、厚み２ｍｍのゴム
シートを作成し各種評価に供した。
得られた架橋ゴム組成物の機械的特性（引張強度、引張伸び）、硬度、難燃性、耐油性及
び耐候性を下記方法により各々評価し、その結果を表１に記した。
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【００５０】
（１）引張強度及び引張伸び：ＪＩＳ－Ｋ６２５１に準拠して測定した。
（２）硬度：柔軟性の指標としてＪＩＳ－Ｋ６２５３に準拠して測定した。
（３）難燃性：ＪＩＳ－Ｋ６２６９に準拠し、酸素指数（ＬＯＩ）を測定した。酸素指数
は、幅１４ｍｍ、厚さ２ｍｍの試験片において、材料の燃焼を持続するために必要な酸素
と窒素との混合気体の容量％で表される最低酸素濃度の数値であり、この値が大きな程、
難燃性に優れる。
（４）耐候性：ＪＩＳ－Ｋ６２５９に準拠し、オゾン濃度５００ｐｐｈｍ、４０℃、２０
０時間、静的４０％伸張の条件で評価し、亀裂の有無を調べた。
（５）耐油性：ＪＩＳ－Ｋ６２５８に準拠し、ＩＲＭ９０３試験油（Ｎｏ．３オイル）を
用い１００℃、７０時間漬せき試験による体積変化率（ΔＶ）を求めた。
【００５１】
比較例１
（Ｃ）成分の脂肪酸処理した天然水酸化マグネシウム（Ｃ－１）を、脂肪酸処理した合成
水酸化マグネシウム（Ｒ－１）に替えて、実施例１と同様にして架橋ゴム組成物を得た。
その評価結果を表１に示す。
【００５２】
【表１】
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【００５３】
実施例２～９、比較例２～４
表１に示す配合割合で、実施例１と同様にして架橋ゴム組成物を得た。その評価結果を表
１に示す。
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【００５４】
表１に示された結果から表面処理された天然水酸化マグネシウムを用いた実施例－１は、
表面処理された合成水酸化マグネシウムを用いた比較例－１に比べて、約１８％も機械的
特性が向上していることが分かる。
同様に表面処理された天然水酸化マグネシウムを用いた実施例－４、実施例－６は、表面
処理された合成水酸化マグネシウムを用いた比較例－１に比べて機械的特性が約１０～１
３％向上していることが分かる。
本発明の水酸化マグネシウムの含有量が５０質量部未満の比較例－２では難燃性の効果が
期待できず、また、エチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体割合の少ない比較例－
３では耐候性が悪く、ゴム成分としてエチレン・α－オレフィン系ランダム共重合体だけ
の比較例－４では耐油性が悪くなることが分かる。
【００５５】
【発明の効果】
本発明のゴム組成物は、難燃性と共に耐候性、耐油性を具備し、かつ機械的特性に優れる
ため、コピー機、プリンター等の複写機のロール、ベルト、シール材、機器内配線や自動
車用ハーネス等の電線被覆材、絶縁テープ、更には、難燃性と耐油性等を必要とするホー
ス類、これらホースのカバー類、並びに、建材分野のシール等の多くの用途において使用
することができる。
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